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 貸　 借　 対　 照　 表

（２０１９年３月３１日現在）

旭化成ファインケム株式会社
科　　　　　目 金　　額 科　　　　　目 金　　額

円 円

（　資　産　の　部　） 　（　負　債　の　部　）　 ( 3,833,091,826  )

  　流　動　資　産 4,896,206,393   流　動　負　債 3,431,021,502  

現 金 及 び 預 金 84,547,800    470,933,533    

受 取 手 形 117,165,992   1,356,346,419  

売 掛 金 1,838,780,619 -              

製 品 1,485,565,237 643,773,628    

仕 掛 品 715,332,938   684,139,995    

原 材 料 及 び 貯 蔵 品 570,713,207   -              

前 払 費 用 20,305,886    207,747,703    

未 収 入 金 18,861,477    1,765,312      

短 期 貸 付 金 -             66,314,912     

立 替 金 60,716        

そ の 他 44,872,521    

貸 倒 引 当 金 -             

　  固　定　資　産 3,958,325,895   固　定　負　債 402,070,324    

 有　形　固　定　資　産 3,769,635,437 -              

建 物 1,704,710,959 -              

構 築 物 283,377,800   -              

機 械 及 び 装 置 1,313,539,572 316,477,236    

車 両 及 び 運 搬 具 590,583       -              

工 具 、 器 具 及 び 備 品 172,373,448   85,593,088     

リ ー ス 資 産 -             

土 地 96,819,506    　（　純 資 産 の 部　）　 ( 5,021,440,462  )

建 設 仮 勘 定 198,223,569   

 無　形　固　定　資　産 39,150,802    　株　主　資　本 5,021,440,462  

の れ ん -             

ソ フ ト ウ ェ ア 37,900,802    　 資　　本　　金 325,000,000    

リ ー ス 資 産 -             

そ の 他 1,250,000      　資 本 剰 余 金 732,206,722    

-              

 投 資 そ の 他 の 資 産 149,539,656   732,206,722    

投 資 有 価 証 券 -             

関 係 会 社 株 式 -             　 利 益 剰 余 金 3,964,233,740  

長 期 貸 付 金 -             54,950,000     

長 期 前 払 費 用 1,849,864     3,909,283,740  

繰 延 税 金 資 産 146,427,792   配 当 平 均 積 立 金 45,000,000     

そ の 他 1,262,000     特 別 償 却 準 備 金 -              
固 定 資 産 圧 縮 積 立 金 -              
別 途 積 立 金 427,980,000    
繰 越 利 益 剰 余 金 3,436,303,740  

　評価・換算差額等 -              

　 -              
 　 -              

資　産　合　計 8,854,532,288 負 債 ・ 純 資 産 合 計 8,854,532,288  

（注）記載金額は、百万円未満を四捨五入して表示している。
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個別注記表

（重要な会計方針に係る事項に関する注記）

１．資産の評価基準及び評価方法

（１）有価証券

子会社株式及び関連会社株式･･････移動平均法による原価法

その他有価証券

　時価のあるもの･･････期末日の市場価格に基づく時価法

　　　　　　　　　　　（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法

　　　　　　　　　　　により算定）

　時価のないもの･･････移動平均法による原価法

（２）棚卸資産

製　　　　　品･･････総平均法による原価法

（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの方法により算定）

原　　材　　料･･････総平均法による低価法

（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの方法により算定）

仕　　掛　　品･･････総平均法による低価法

（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの方法により算定）

貯　　蔵　　品･･････総平均法による低価法

（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの方法により算定）

（３）デリバティブ等の評価基準及び評価方法･･････時価法

２．固定資産の減価償却の方法

（１）有形固定資産（リース資産を除く）･･････定額法

（２）無形固定資産（リース資産を除く）

　　　　　　　　　･･････ソフトウェア（自社利用）については、社内における利用可能期間（５年）

　　　　　　　　　　　　に基づく定額法

　　　　　　　　　･･････その他の無形固定資産は定額法

（３）リース資産　･･････所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　　　　　　　　　　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法

　　　　　　　　　　　　　なお、リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイ

　　　　　　　　　　　　ナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が企業会計基準第13号「リース

　　　　　　　　　　　　取引に関する会計基準」の適用初年度開始前のリース取引については、通常の

　　　　　　　　　　　　賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。

３．引当金の計上基準

（１）貸倒引当金･･････債権の貸倒れによる損失に備えるために、売上債権の一定率を、

　　　　　　　　　　　回収不能見込額として計上している。

（２）退職給付引当金･･････従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務の

　　　　　　　　　　　　　見込額に基づき計上している。

４．その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項

（１）外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算基準

　　　外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として

　　処理している。



（２）ヘッジ会計の方法

　　　繰延ヘッジ会計を採用している。なお、金利スワップについては、特例処理の要件を満たして

　　いる場合は特例処理を採用している。

（３）消費税等の会計処理方法

　　　消費税等の会計処理は、税抜方式によっている。

（４）連結納税制度の適用

　　　連結納税制度を適用している。

（会計処理方法の変更）

資産除去債務に関する会計基準の適用

　　　当事業年度より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準18号）及び

　　「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号）

を適用している。

　　　なお、この変更による計算書類に与える影響はありません。

（会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更に関する注記）

　

（１）有形固定資産（リース資産を除く）の減価償却方法の変更

　　　従来、当社は、有形固定資産(リース資産を除く)の減価償却方法について、主として定率法を採用

　　していたが、当事業年度より定額法に変更している。この変更は、当社の親会社である旭化成株式会

　　社が有形固定資産の減価償却方法を定率法から定額法に変更することを契機として、有形固定資産の

　　償却方法の検討を行った結果、当社の有形固定資産は、長期的かつ安定的に稼動し、当社の安定的な

　　収益の獲得に貢献することが見込まれることから、有形固定資産の減価償却方法として定額法を採用

 　　することが、有形固定資産の使用実態をより適切に反映する費用配分方法となるとともに、当社のよ

　　り適切な業績管理に資すると判断したことによるものである。

　　　この変更により、従来の方法によった場合に比べて、当事業年度の営業利益、経常利益及び税引前

 　　当期純利益がそれぞれ95百万円増加している。

（株主資本等変動計算書に関する注記）

１．当該事業年度の末日における発行済株式の総数

　　普通株式 200,000株

２．当該事業年度中に行った剰余金の配当に関する事項

　（１）2018年6月15日開催の株主総会において、次のとおり決議している。

　　普通株式の配当に関する事項

　 （イ）配当金の総額 12百万円

（ロ）配当の原資 利益剰余金

（ハ）１株当たり配当額 60円

（ニ）基準日 2018年3月31日

（ホ）効力発生日 2018年6月15日

３．当該事業年度の末日後に行う剰余金の配当に関する事項

　　2019年6月13日開催の株主総会において、次のとおり決議を予定している。

　　普通株式の配当に関する事項

（イ）配当金の総額 100百万円

（ロ）配当の原資 利益剰余金

（ハ）１株当たり配当額 500円

（ニ）基準日 2019年3月31日

（ホ）効力発生日 2019年6月13日



　（関連当事者との取引に関する注記）

１．親会社及び法人主要株主等

種類 会社名
当該株式会
社の議決権

当該関連当
事者の議決

当該関連当事者との
関係

科目
期末残高

（百万円）

旭化成（株）
－ 100% 役務の受入 未払金 534

旭化成（株）
－ 100% 役務の受入 未払－有固資産取得 155

旭化成（株）
－ 100% 役務の受入 未払費用 23

旭化成（株）
－ 100% 原料・用役の仕入 買掛金 73

旭化成（株）
－ 100% 資金借入 短期借入金 1,356

旭化成（株） － 100% 当社製品の販売 売掛金 396

旭化成（株） － 100% 役務の提供 未収入金 10

旭化成（株） － 100% 役務の提供 立替金 0

２．子会社及び関連会社等　・・・・・　該当事項なし

３．兄弟会社等

種類 会社名
当該株式会
社の議決権

当該関連当
事者の議決

当該関連当事者との
関係

科目
期末残高
（百万円）

親会社の
子会社 旭化成ファーマ（株） － － 当社製品の販売 売掛金 271

４．役員及び個人主要株主等　・・・・・　該当事項なし

　（重要な後発事象に関する注記）

該当事項なし。

親会社


